
 
 

東京食肉市場株式会社 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体について、当該団体の事業が出資等の目的に沿って適切に行われているかを監査する。 

 

第２ 監査の対象 

１ 監査対象団体及び局 

 監査の対象 実地監査期間 監査の範囲 

団体 東京食肉市場株式会社 
令和元年 10 月 25 日 

から同月 29 日まで 
第 52 期（平成 29.4.1～平成

30.3.31）及び第 53 期（平成

30.4.1～平成 31.3.31）の事業 局 中央卸売市場 
令和元年 10 月 24 日 

及び同年 11 月 1 日 

 

２ 団体の概要 

設立の目的 

都民に対する食肉の安定供給のために、畜産物の集荷・販売機能を果たす

とともに、公正な取引と価格形成、流通コストの節減及び食肉流通の効率

化を図ることを目的として設立 

主 な 沿 革 

昭和 38 年 7 月 生鮮食料品流通改善対策要綱の閣議決定 

昭和 38 年 8 月 東京都「食肉市場設置方針」決定 

昭和 41 年 4 月 東京都中央卸売市場食肉市場開設準備室設置 

昭和 41 年 9 月 会社設立 

昭和 41 年 11 月 東京都中央卸売市場食肉市場の卸売人の許可を受ける 

昭和 41 年 12 月 東京都中央卸売市場食肉市場の開場及びせり開始 

事業の概要 
・ 家畜の荷受け及び販売 

・ 枝肉及び部分肉・輸入肉の受託又は買付け並びに販売 

所 在 地 東京都港区港南二丁目 7番 19 号 

組   織 5 部 1 室 

人   員 

役員 10 名（代表取締役社長 1 名、専務取締役 2 名、常務取締役 4 名、監

査役 3名うち非常勤 2名） 

職員 101 名 
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都

と

の

関

係 

出資 資本金 6億円のうち、3億円（50％） 

補助金（表 1） 

 

3,825 万余円（平成 30 年度交付額） 

3,502 万余円（平成 29 年度交付額） 

事業の委託（表 2） 
116 万余円（平成 30 年度委託料） 

118 万余円（平成 29 年度委託料） 

経常収益に占め
る都からの収益  

（表 3） 

経常収益 110 億余円のうち、39 百万余円（0.4％） 

財産の貸付（表 4）建物（5,424.9 ㎡）及び冷蔵庫等設備を有償貸付 

職員の派遣等 常勤役員 2名が都退職者  

東京都政策連携団

体等（注 2） 

都は団体を事業協力団体とし、毎年度終了後、経営状況の報告を受けてい

る。 

  （注１）上記数値等は平成３１年３月３１日現在 

（注２）平成３１年４月１日より、従来の「東京都監理団体」「その他報告を受ける団体（報告

団体）」の基準・名称等の見直しが行われ、「東京都政策連携団体」又は「事業協力団体」

として指定されている。 

 

（表１）補助金の交付状況                          （単位：千円） 

補助金名 根拠 
補助対象 

（補助率） 

交付額 

第 51 期 

（平成 28

年度） 

第 52 期 

（平成 29

年度） 

第 53 期

（平成 30

年度）

牛肉放射性

物質検査経

費負担金 

 

東京都中央卸売市場食肉

市場及び東京都立芝浦屠

場における牛肉の放射性

物質検査実施に係る申合

せ書 

放射能検査に係る検体採

取及び検体調製作業に要

する人件費及び消耗品経

費等 

（補助率：2/3）

32,841 35,023 38,254

合計 32,841 35,023 38,254

 

（表２）主な委託事業                            （単位：千円） 

事業名 

委託料 

第 51 期 

（平成28年度）

第 52 期 

（平成29年度） 

第 53 期 

（平成30年度）

放射性物質安全確認証発行及び配布業務委託 1,182 1,186 1,165
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（表３）経常収益に占める都からの収益の推移              （単位：百万円、％） 

科目 

第 51 期 

（平成 28 年度） 

第 52 期 

（平成 29 年度） 

第 53 期 

（平成 30 年度） 

 構成比  構成比  構成比

合計 10,642 100 11,462 100  11,044 100 

 

 

 

都からの収益 34 0.3 36 0.3 39 0.4

受取補助金 32 0.3 35 0.3 38 0.3

受託事業収入 1 0.0 1 0.0 1 0.0

他の収益 10,608 99.7 11,426 99.7 11,005 99.6

   

（表４）公有財産の貸付状況                       （単位：㎡、千円） 

分類 施設名 目的 
種類 

使用料 

（年額） 土地 建物 

行政財産 

卸売業者売場 せり場 － 721.3 4,803

事務室 会社事務室等 － 2,061.0 55,696

冷蔵室 枝肉保管 － 2,642.6 129,223

冷蔵庫（㎥） 内臓等保管 － 668.8 6,072

その他設備 冷暖房設備等 － － 7,789

 

第３ 監査の結果 

１ 経営に関する事項 

本監査では、東京食肉市場株式会社（以下「会社」という。）の事業について、主に、集荷対策

に積極的取り組んでいるかなどの着眼点から、総勘定元帳、伝票、証ひょう等を抽出により検証

した。 

その結果、監査を実施した限りにおいて、指摘及び意見・要望事項は認められなかった。 

 

 （１）事業実績 

会社は、主に家畜（牛・豚など）の荷受け及び販売、枝肉の受託・買付け及び販売などを行

っている。 

平成２９年度における牛（生体及び枝肉）の取扱頭数は、１３万１，３３０．５頭、平成   

３０年度は１３万１，２２８．５頭である。 

また、平成２９年度における豚（生体及び枝肉）の取扱頭数は、１９万５，６１７頭で、平

成３０年度は２０万１，２９３頭である。 
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 （２）経営成績及び財政状態 

（単位：百万円、％） 

科目 

第 51 期 

（平成28年

度）  

第 52 期（平成 29 年度） 第 53 期（平成 30 年度） 

 増減額 増減率  増減額 増減率

売上高 10,546 11,360 813 7.7 10,935 △ 424 △ 3.7

経常利益 962 854 △ 108 △ 11.2 887 33 3.9

当期純利益 612 553 △  59 △  9.7 591 38 6.9

資産合計 9,506 10,018 511 5.4 10,608 590 5.9

純資産合計 7,732 8,177 444 5.8 8,656 479 5.9

 

ア 経営成績 

平成２９年度は取扱数が減少したことにより経常利益が減少したものの、平成３０年度に

取扱数が前期より増加したことにより経常利益が増加している。 

なお、平成２９年度、平成３０年度とも、１株当たり８５円の配当を行っている。 

イ 財政状態 

資産は流動資産、固定資産ともに前年度より増加している。負債も流動負債、固定負債と

もに前年度より増加している。純資産については、利益剰余金が前年度より増加している。 

 

（３）経営に関する評価 

事業の経営環境は、牛の全国における生産頭数は平成２２年度以降、宮崎県で発生した口蹄

疫の影響や後継者問題による肥育農家の廃業等から減少していたが、平成３０年度には歯止め

がかかった。しかし、全国総流通量に占める全国中央卸売市場の経由率は年々下がっており、

市場への出荷頭数は不足傾向である。また、豚は、肥育農家の廃業等に加え、産地食肉セン 

ター等の整備が進み、産地におけると畜解体処理の拡大等により、東京市場の生体取扱量が減

少、豚熱をはじめとする疾病等の影響で出荷頭数が伸び悩む状況である。このように牛豚とも

に取扱量は減少に傾きがちであることから、今後とも牛・豚ともに出荷頭数の確保に向けた努

力が必要である。 

会社は、新規出荷者の開拓や既存出荷者への増頭要請を引き続き実施するとともに、需要者

の小売・調理段階での省力化や省スペース化、廃棄物発生抑制などの観点から卸売市場に対す

る加工・パッケージ対応へのニーズの高まりを受け、豚の部分肉加工処理場の場内新設につい

て検討しており、都や市場関係者と協力しながら需要者の多様なニーズに対応できるよう施設

整備を実施する必要がある。 

また、平成３０年度から食品衛生管理の国際標準であるＨＡＣＣＰを、市場関係者と連携し

導入しているが、新たな販路の拡大としての輸出については、相手国が求める衛生基準等への
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対応を進めることによる取引の活性化などに寄与するものであり更なる衛生管理体制の強化が

必要である。 

 会社は今後とも、東京市場の活性化に寄与するとともに、中立な立場でせり販売を行うこと

で食肉の適正な流通価格を形成すること、人々の食生活に必要不可欠な食材である牛肉・豚肉

を都民に安定的に供給することが求められる。 

 

第４ 経営状況の概要 

１ 経営状況 

（１）事業実績 

（表５）畜種別取扱一覧表                          （単位：頭、％） 

区分 

実績 

第 51 期 

（平成 

28 年度） 

第 52 期 

（平成 29 年度） 

第 53 期 

（平成 30 年度） 

 増減数 増減率 増減数 増減率

牛 130,047.5 131,330.5 1,283.0 1.0 131,228.5 △ 102.0 △ 0.1

豚 208,104.0 195,617.0 △12,487.0 △ 6.0 201,293.0 5,676.0 2.9

その他（馬・仔牛） 207.5 122.0 △85.5 △41.2 122.0 0 0 

合計 338,359.0 327,069.5 △11,289.5 △ 3.3 332,643.5 5,574.0 1.7

 

（表６）畜種別取扱金額一覧表                      （単位：百万円、％） 

区分 

実績 

第 51 期 

（平成 

28 年度）

第 52 期 

（平成 29 年度） 

第 53 期 

（平成 30 年度） 

 増減額 増減率 増減額 増減率

牛 119,481 113,151 △6,330 △ 5.3 118,254 5,103 4.5

豚 7,765 7,728 △   36 △ 0.5 7,333 △  394 △ 5.1

その他（馬・仔牛） 9 4 △    4 △46.7 6 1 28.8

合計 127,255 120,884 △6,371 △ 5.0 125,594 4,709 3.9
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（２）経営成績 

ア 主要科目の推移 

 

 

イ 主要経営指標の推移 

項目 
第 51 期 

（平成 28 年度）

第 52 期 

（平成 29 年度）

第 53 期 

（平成 30 年度） 
算  式 

総資本事業利益率（％） 9.4 7.8 7.6  
事業利益（注）

総資本 

営業収益営業利益率（％） 8.2 6.6 7.1  
営業利益 
営業収益 

総資本回転率（回） 1.1 1.1 1.0  
営業収益 
総資本 

総費用対総収益比率（％） 91.0 92.5 92.0  
総費用 

総収益 

（注）事業利益＝営業利益＋受取利息＋受取配当金 

 

 

 

 

 

科目 
第 51 期 

（平成28年度）

第 52 期 

（平成 29 年度） 

第 53 期 

（平成 30 年度） 

 増減額 増減率  増減額 増減率

売上高 10,546 11,360 813   7.7 10,935 △ 424 △ 3.7

売上原価 6,135 7,187 1,052 17.1 6,585 △ 602 △ 8.4

売上総利益 4,410 4,172 △ 238 △  5.4 4,350 177 4.3

販売費及び一般管理費 3,545 3,420 △  124 △  3.5 3,571 151 4.4

営業利益 865 752 △  113 △ 13.1 778 26 3.5

営業外収益 96 102 5 6.1 109 7 6.9

経常増減額 962 854 △  108 △ 11.2 887 33 3.9

特別利益 2 8 5 218.6 8 △  0 △  5.4

特別損失 0 19 19 - 0 △   18 △ 95.7

税引前当期純利益 964 843 △  121 △ 12.6 894 51 6.1

法人税、住民税等 355 304 △   50 △ 14.3 322 17 5.9

法人税等調整額 △       3 △   14 △   11 336.9 △   18 △    4 31.8

当期純損益 612 553 △   59 △  9.7 591 38 6.9

（単位：百万円、％）
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（３）財政状態 

ア 主要科目の推移 

 （単位：百万円、％） 

科目 
第 51 期 

（平成 
 28 年度）

第 52 期 

（平成 29 年度） 

第 53 期 

（平成 30 年度） 

 増減額 増減率  増減額 増減率

流動資産 8,566 9,088 522  6.1 9,627 539 5.9

 

現金及び預金 6,717 7,061 343 5.1 7,276 214 3.0

売掛金 1,772 1,952 179 10.1 2,311 359 18.4

その他 75 74 △    0 △  1.2 40 △   34 △ 46.2

固定資産 940 929 △   10 △  1.1 981 51 5.5

 

有形固定資産 422 403 △   19 △  4.6 425 21 5.4

無形固定資産 27 24 △    3 △ 11.5 17 △  6 △ 27.3

投資その他資産 489 502 12 2.5 538 36 7.2

資産合計 9,506 10,018 511 5.4 10,608 590 5.9

流動負債 1,213 1,240 27 2.3 1,304 63 5.1

 

買掛金 29 25 △    3 △ 12.3 12 △   13 △ 51.8

リース債務 7 11 3 47.6 7 △    3 △ 34.3

未払法人税等 179 140 △   39 △ 21.9 183 43 30.9

賞与引当金 91 95 3 3.5 98 2 3.0

その他 904 968 63 7.0 1,002 34 3.6

固定負債 561 600 39 7.0 647 47 7.9

 

リース債務 12 4 △    7 △ 64.1 0 △    3 △ 88.1

退職給付引当金 444 466 22 5.1 512 45 9.9

その他 104 129 24 23.4 134 5 3.9

負債合計 1,774 1,841 66 3.8 1,952 110 6.0

株主資本 7,699 8,150 451 5.9 8,639 489 6.0

 
資本金 600 600 0 0 600 0 0 

利益剰余金 7,099 7,550 451 6.4 8,039 489 6.5

純資産合計 7,732 8,177 444 5.8 8,656 479 5.9

負債及び純資本合計 9,506 10,018 511 5.4 10,608 590 5.9
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イ 主要経営指標の推移 

（単位：％） 

項目 
第 51 期 

（平成 28 年度）

第 52 期 

（平成 29 年度）

第 53 期 

（平成 30 年度） 
算 式 

流動比率 706.0 732.5 738.2  
流動資産 

 
流動負債 

自己資本比率 81.0 81.4 81.4  
自己資本 

 
総資本 

固定長期適合比率 11.4 10.6 10.6  
固定資産 

 
長期資本（注）

（注）長期資本＝資本＋剰余金＋固定負債 

 

 

 

231


	（ページ番号あり）令和元年財政援助団体等監査報告書
	17_P224-231（誤記チェック後修正済）東京食肉市場




